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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、天然ガスを中心とした「エネルギーフロンティア企業」として、「快適な暮らしづくり」と「環境に優しい都市づくり」に貢献し、「お客さま、株
主の皆さま、社会から常に信頼を得て発展し続けていく」という経営理念のもと、経営の適法性・健全性・透明性を担保しつつ、的確かつ迅速な意
思決定、効率的な業務執行、監査・監督機能の強化及び経営・執行責任の明確化を推進し、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を図ることに
よって、企業価値の向上を目指していく。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

当社は、政策保有株式に係る方針を以下のとおりとしています。

　・取締役会は、毎年、保有する個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、中長期的に当社企業価値の維持・向上に資するか否か等を

　　確認の上、保有の適否を検証します。

　・検証の結果、保有する合理性・必要性が乏しいと判断した場合、適宜・適切に当該株式の売却を進めます。

　・政策保有株式に関わる議決権行使は、当該企業の議案内容や決算状況を勘案した上で、当社および当該企業の企業価値の維持・向上に

　　資するか否かの観点を基準にし、議案への賛否を主体的に判断します。

上記方針に従い、当社が保有する上場株式について、取締役会において、以下の観点から保有の適否を検証しました。

　・ガス・電力・サービス等の事業の維持・拡大への貢献

　・事業運営に不可欠な資金・資材・原料等の安定調達への貢献

　・保有株式の含み損益・配当状況

検証の結果、保有意義は有するものの持高の圧縮が可能である銘柄、保有意義が希薄化した銘柄を確認しました。当該銘柄については、今後売
却に向けた対応を進めます。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

取締役の競業取引および利益相反取引については、取締役会による承認を得るとともに、当該取引を行った取締役に取引実施後の報告を求め
ています。その他の関連当事者間取引については、毎年定期的に調査しており、法令に基づき適切に開示しています。

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

受益者への安定的な年金給付のため、財務部門に積立金の運用担当者複数人を計画的に登用・配置し、専門性の向上を図っています。また、経
理・財務および人事部門の代表で構成される資産運用委員会による運用状況のモニタリングや外部コンサルタントの活用により、適切な運用・管
理に努めています。

【原則３－１ 情報開示の充実】

(1)経営理念・戦略、中長期経営計画

経営理念、グループ経営ビジョン「Compass2030」、2020-2022年度グループ中期経営計画および供給計画を当社ホームページで開示しています。

・経営理念（www.tokyo-gas.co.jp/Annai/rinen/index.html）

・グループ経営ビジョン「Compass2030」（www.tokyo-gas.co.jp/Press/20191127-01.pdf）

・2020-2022年度グループ中期経営計画（www.tokyo-gas.co.jp/Press/20200325-01.pdf）

・供給計画（www.tokyo-gas.co.jp/IR/library/plan_j.html）

(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

基本的な考え方は、前記「１．基本的な考え方」記載のとおりです。

基本方針は当社ホームページにて開示しています（www.tokyo-gas.co.jp/IR/gvnnc/pdf/policy.pdf）。

(3)役員報酬の決定方針・手続

役員報酬は、取締役会で定める「役員報酬に関わる基本方針」に基づき、諮問委員会の審議を経て取締役会にて決定します。

「役員報酬に関わる基本方針」等の役員報酬に関わる事項については、有価証券報告書（www.tokyo-gas.co.jp/IR/library/yuho_j.html）や株主総
会招集通知の添付書類の事業報告（www.tokyo-gas.co.jp/IR/event/shm_j.html）にて開示しています。

(4)取締役・監査役の選任と経営陣幹部の選定・解職の方針・手続・個々の理由

①取締役の選任

取締役会の適切な意思決定・経営監督の実現を図るため、取締役は、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する者とします。社外取締役
は、企業経営、社会・経済動向、国際情勢等に関する視点を持つ者であって、当社の定める「社外役員の独立性の判断基準」を満たす者としま
す。取締役候補者の選定は、諮問委員会の審議を経て取締役会にて決定し、株主総会にて候補者をご提案する際に、株主総会招集通知の株主
総会参考書類（www.tokyo-gas.co.jp/IR/event/shm_j.html）にてその理由を開示しています。



②監査役の選任

会社の健全な発展と社会的信頼性の向上を実現するため、監査役は、監査に必要となる豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する者としま
す。また、監査役監査の実効性を確保する目的から、財務および会計に関する相当程度の知見を有する者を１名以上とします。社外監査役は、中
立的・客観的な視点を持つ者であって、当社の定める「社外役員の独立性の判断基準」を満たす者とします。

監査役候補者の選定は、諮問委員会の審議、監査役会の同意を経て取締役会にて決定し、株主総会にて候補者をご提案する際に、株主総会招
集通知の株主総会参考書類（www.tokyo-gas.co.jp/IR/event/shm_j.html）にてその理由を開示しています。

③経営陣幹部の選定・解職

会長・社長は、経営者としての十分な経験・実績、環境変化に対応しうる変革力・決断力、緊急時に即応できる判断力・統率力を有し、公益的使
命・社会的責任を全うできる者とします。

会長・社長が公序良俗に反する行為を行った場合、職務懈怠により企業価値を毀損させた場合、職務の継続が困難となった場合等、前述の選定
基準を満たさなくなったときは、解職します。

会長・社長の選定・解職は、諮問委員会の審議を経て取締役会にて決定し、役員人事に関する適時開示資料にてその理由を開示します。

【補充原則４－１－１ 取締役会による経営陣への委任範囲】

取締役会は法令、定款、取締役会規則で定める付議事項を審議・決定しており、取締役会に付議される事項をはじめ、経営に係わる重要な事項
については、原則として毎週開催される経営会議にて審議しています。

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

資本・取引・縁戚などを社外役員の独立性判断項目として、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、客観性・中立性を発揮できる立場にある
かを総合的に検証し、その独立性を判断しています。具体的内容は当社ホームページ（www.tokyo-gas.co.jp/IR/gvnnc/pdf/independence.pdf）にて
開示しています。

【補充原則４－11－１　取締役会全体としての考え方】

取締役の員数は、定款の定めに従い15名以内とし、3分の1以上を社外取締役とします。

なお、取締役の選任に関する方針・手続は前記（原則３－１(4)①）のとおりです。

【補充原則４－11－２　取締役・監査役の兼任状況】

取締役・監査役の他社の兼任状況は有価証券報告書（www.tokyo-gas.co.jp/IR/library/yuho_j.html）にて開示しています。

【補充原則４－11－３　取締役会全体の実効性についての分析・評価】

取締役会の実効性の維持・向上のため、取締役によるアンケート形式の自己評価を踏まえ、取締役会において意見交換を実施することにより、取
締役会の実効性についての分析・評価を行いました。

アンケートによる定量的な評価も従前と同様に高評価となっていることに加え、取締役会における意見交換でも、取締役会において非常に活発な
議論が行われていること、現場巡視等の取組により社外役員による業務理解が促進されていること等から、その実効性は一段と高まっているもの
と確認されました。

取締役会の実効性を更に高めるためには不断の努力が必要であり、今後も継続的に業務理解に資する取組を推進することに加え、取締役会で
決議した中長期の戦略に関する評価基準の明確化等を行い、監督機能の更なる向上を目指すことを確認しました。

【補充原則４－14－２　取締役・監査役のトレーニング方針】

取締役・監査役に対して、就任時に取締役・監査役の責務を理解する機会の提供、在任中に知識更新のための講習等の提供・支援を行います。
社外取締役・社外監査役に対しては、当社グループの事業、財務、組織等に関する情報提供等を定期的に行います。

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】

株主との建設的な対話を促進するため、以下の体制整備、取り組みを行います。

・株主との対話を統括する経営陣は、総務を担当する執行役員とします。

・対話を補助する部門間での情報共有を密に行います。

・投資家説明会やＩＲ活動などの機会を通じ、積極的に対話を実施します。

・株主との対話の内容については、定期的に経営陣にフィードバックし、企業価値の向上に役立てます。

・株主との対話に際しては、インサイダー情報の漏えい防止に努めます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 32,277,600 7.32

日本生命保険相互会社 31,296,121 7.10

第一生命保険株式会社 24,094,465 5.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 20,510,500 4.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 13,531,300 3.07

東京瓦斯グループ従業員持株会 8,491,531 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 7,831,900 1.78

富国生命保険相互会社 7,472,200 1.69

JP MORGAN CHASE BANK 385151 7,413,217 1.68

STATE STREET BANK WEST CLIENT-TREATY 505234 7,101,355 1.61



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

2019年12月19日付で公衆縦覧に供されている変更報告書において、同年12月13日現在でブラックロック・ジャパン株式会社他10名がそれぞれ当
社株式を保有している旨の記載があるが、当社として2020年3月31日時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況に
は含めていない。なお、その変更報告書の内容は次のとおりである。

【氏名又は名称（所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合）】

ブラックロック・ジャパン株式会社（7,465,000株、1.69%）

ブラックロック・アドバイザーズ・エルエルシー（BlackRock Advisers,LLC）（1,481,742株、0.33%）

ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エルエルシー（BlackRock Investment Management LLC）（651,267株、0.15%）

ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド（BlackRock Fund Managers Limited）（657,605株、0.15%）

ブラックロック（ルクセンブルグ）エス・エー（BlackRock（Luxembourg）S.A.）（630,565株、0.14%）

ブラックロック・ライフ・リミテッド（BlackRock Life Limited）（463,623株、0.10%）

ブラックロック・アセット・マネジメント・カナダ・リミテッド（BlackRock Asset Management Canada Limited）（883,800株、0.20%）

ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド（BlackRock Asset Management Ireland Limited）（1,901,734株、0.43%）

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ（BlackRock FundAdvisors）（7,166,300株、1.62%）

ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ.エイ.（BlackRock Institutional Trust Company,N.A.）（5,775,202株、1.31%）

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ユーケー）リミテッド（BlackRock Investment Management（UK）Limited）（2,553,256株、0.58%）

＜合計29,630,094株、6.70%＞

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 電気・ガス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

斎藤　一志 他の会社の出身者

髙見　和徳 他の会社の出身者

枝廣　淳子 他の会社の出身者

引頭　麻実 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

斎藤　一志 ○ ―――

不動産業における海外事業によって培われた
国際感覚、幅広い事業展開によって培われた
経営能力、幅広い視野および高い見識を引き
続き当社の経営に活かしていただくため。当社
は、一般株主と利益相反が生じるおそれがな
く、客観性・中立性を発揮できる立場にあるか
を総合的に検証し、社外役員の独立性の有無
を判断している。斎藤一志氏については、当社
との間に資本・取引・縁戚といった利害関係を
有さず、当社の定める判断基準に基づき独立
性があると判断している。



髙見　和徳 ○ ―――

電機産業における幅広い事業展開によって培
われた経営能力、幅広い視野および高い見識
を引き続き当社の経営に活かしていただくた
め。当社は、一般株主と利益相反が生じるおそ
れがなく、客観性・中立性を発揮できる立場に
あるかを総合的に検証し、社外役員の独立性
の有無を判断している。髙見和徳氏について
は、当社との間に資本・取引・縁戚といった利
害関係を有さず、当社の定める判断基準に基
づき独立性があると判断している。

枝廣　淳子 ○ ―――

経営者としての経験、環境に関わる高度な専
門性および高い見識を引き続き当社の経営に
活かしていただくため。当社は、一般株主と利
益相反が生じるおそれがなく、客観性・中立性
を発揮できる立場にあるかを総合的に検証し、
社外役員の独立性の有無を判断している。枝
廣淳子氏については、当社との間に資本・取
引・縁戚といった利害関係を有さず、当社の定
める判断基準に基づき独立性があると判断し
ている。

引頭　麻実 ○ ―――

金融分野において、アナリスト、コンサルティン
グ業務等、企業経営に深く関わってきた経験、
幅広い視野および高い見識を当社の経営に活
かしていただくため。当社は、一般株主と利益
相反が生じるおそれがなく、客観性・中立性を
発揮できる立場にあるかを総合的に検証し、社
外役員の独立性の有無を判断している。引頭
麻実氏については、当社との間に資本・取引・
縁戚といった利害関係を有さず、当社の定める
判断基準に基づき独立性があると判断してい
る。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

補足説明

諮問委員会は、社外取締役2名・社外監査役1名・取締役会長1名・取締役社長1名をメンバーとしており、役員の選任や報酬等に関わる適正性、
妥当性について透明性にも配慮しつつ専門的な視点から審議している。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役と会計監査人は定期的な会合を年間7回程度行い、監査役は会計監査人から監査計画や四半期レビューおよび年度の監査結果の説明
を受けるとともに、随時、当社各部門および子会社の監査結果報告を受けている。

　また、監査役は監査部と定期的な会合を持ち、監査部から監査計画の説明や、当社各部門および子会社の監査結果の報告等を受けている。

社外監査役の選任状況 選任している



社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

信時　正人 その他

野原　佐和子 他の会社の出身者

大野　弘道 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

信時　正人 ○ ―――

会社員、地方公共団体の職員としての豊富な
経験や高い見識を当社の監査に活かしていた
だくため。当社は、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがなく、客観性・中立性を発揮できる
立場にあるかを総合的に検証し、社外役員の
独立性の有無を判断している。信時正人氏に
ついては、当社との間に資本・取引・縁戚といっ
た利害関係を有さず、当社の定める判断基準
に基づき独立性があると判断している。

野原　佐和子 ○ ―――

経営者としての経験、ITに関わる高度な専門性
および高い見識を当社の監査に活かしていた
だくため。当社は、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがなく、客観性・中立性を発揮できる
立場にあるかを総合的に検証し、社外役員の
独立性の有無を判断している。野原佐和子氏
については、当社との間に資本・取引・縁戚と
いった利害関係を有さず、当社の定める判断
基準に基づき独立性があると判断している。

大野　弘道 ○ ―――

経営者としての経験、財務および会計に関する
相当程度の知見を有しており、それらを当社の
監査に活かしていただくため。当社は、一般株
主と利益相反が生じるおそれがなく、客観性・
中立性を発揮できる立場にあるかを総合的に
検証し、社外役員の独立性の有無を判断して
いる。大野弘道氏については、当社との間に資
本・取引・縁戚といった利害関係を有さず、当社
の定める判断基準に基づき独立性があると判
断している。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名



その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

・業績連動型報酬制度の導入：2005年7月から、執行役員を兼務する取締役の月例報酬について、前年度の会社業績及び部門業績を反映させる

「業績連動報酬」を導入した。

・株式購入ガイドラインの設定：2005年7月から、取締役（社外取締役を除く）は、役位毎に設定したガイドラインに基づいて、役員持株会を通じて当
社株式を毎月取得することとし、この株式は在任期間中保有することとした。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

・取締役（社外取締役を除く）：5名に対し331百万円

・監査役（社外監査役を除く）：3名に対し74百万円

・社外取締役：6名に対し41百万円

・社外監査役：3名に対し34百万円

(※)上記には、第219回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役2名、監査役1名の分が含まれている。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　2005年4月に取締役等の報酬のあり方を「役員報酬に関わる基本方針」として定め、2012年2月の取締役会で以下のように改定した。なお、2005
年4月に取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃止して月例報酬に一本化した。

１．役員の役割と役員報酬

役員に求められる役割は、短期および中長期にわたる企業価値の向上を図ることであり、役員報酬はそのインセンティブとして有効に機能するも
のとします。

２．役員報酬の水準

役員報酬の水準は、役員の役割と責任および業績に報いるに相応しいものとします。

３．取締役報酬とその構成

(1)取締役の報酬は、株主総会において承認された報酬枠の範囲内で支給することとします。

(2)社内取締役の報酬は、月例報酬と賞与で構成します。

　ア）月例報酬は、個人の役位に応じて支給する固定報酬と業績連動報酬で構成します。固定報酬の一部は、株式購入ガイドラインに基づき、経
営に株主の視点を反映するとともに長期的に株主価値の向上に努める観点から、株式購入に充当することとします。業績連動報酬は、経営戦略
の実行を強く動機づけるとともに、期間業績結果を明確に報酬に反映する観点から、全社業績および部門業績の達成度等を役位に応じて評価
し、報酬額を決定します。

　イ）賞与は、期間業績結果を評価し、役位に応じて支給額を決定します。

(3)社外取締役の報酬は、月例報酬と賞与で構成します。月例報酬は固定報酬のみとし、賞与については社内取締役と同様とします。

４．監査役報酬とその構成

(1)監査役の報酬は、株主総会において承認された報酬枠の範囲内で支給することとし、監査役の協議により決定します。

(2)監査役の報酬は、固定報酬からなる月例報酬のみで構成します。

５．役員報酬制度の客観性・透明性の確保

社外取締役、社外監査役および社内取締役の一部からなる役員人事・報酬制度等に関する「諮問委員会」（委員の半数以上は社外取締役または
社外監査役とし、かつ委員長は社外取締役または社外監査役が就任）を設置、運営し、役員報酬制度の客観性・透明性を確保します。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

・社外取締役は秘書部が、社外監査役は監査役室がそれぞれサポートしている。

・取締役会議題については事前に資料配布を行い、必要に応じて適宜事前説明を実施している。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

岡本　毅 相談役

・必要に応じ広く経営全般につい
て助言

・経営上有用と認められる外部活
動

非常勤、報酬有 2014/3/31
1年（再任可：上限
5年）

鳥原　光憲 特別参与

・当社の事業運営に有用な活動

（（公財）日本障がい者スポーツ協
会会長　他）

非常勤、報酬有 2010/3/31 1年（再任可）

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

・元代表取締役社長である上原英治および市野紀生については、業務内容・報酬ともに無い名誉職として、名誉顧問となっております。

・相談役、特別参与ともに経営の意思決定には関与しておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、取締役の員数を15名以内、3分の1以上を社外取締役とし、取締役会において、経営の重要な意思決定および業務執行の監督を行うと
ともに、監査役会設置会社として、取締役会から独立した監査役および監査役会により、取締役の職務執行状況等の監査を実施している。また、
経営の意思決定および監督と業務執行とを分離し、業務執行に関わる的確かつ迅速な意思決定と効率的な業務執行を実現するため、執行役員
制度を採用している。さらに、役員の選任や報酬等に関わる適正性、妥当性について透明性にも配慮しつつ専門的な視点から審議するため、諮
問委員会（過半数を社外役員とし、委員長は社外役員の委員の中から、取締役会が選定）を設置している。

（1）業務執行の機能に係る事項

　取締役会は、原則として毎月1回開催され、重要な業務執行について審議・決定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて職務の執
行状況の報告を受けること等により、取締役の職務の執行を監督している。社外取締役については、資本・取引・縁戚などを社外役員の独立性の
判断項目として、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、客観性・中立性を発揮できる立場にあるかを総合的に検証し、その独立性の有無を
判断している。（なお、当社の社外役員の独立性の判断基準は、当社ホームページで開示している（www.tokyo-
gas.co.jp/IR/gvnnc/pdf/independence.pdf））。いずれの社外取締役も当社との間に資本・取引・縁戚といった利害関係を有さず、上記判断基準に
基づき独立性があることを諮問委員会において確認し、その答申結果を以て取締役会決議により独立役員として指定している。各社外取締役は、
各々の経験・知見に基づき業務執行の審議・決定の妥当性・適確性の確保に尽力しており、独立した立場から取締役の職務執行を監督し取締役
会において議決権を行使することを通じて、当社の業務執行および取締役会の審議・決定の合理性・客観性の向上に寄与している。また、一部の
社外取締役は諮問委員会の構成メンバーとして、取締役会からの諮問を通じて、役員の選任・報酬等に関わる適正性・妥当性・透明性の確保にも
貢献している。

　また、取締役会に付議される事項をはじめ、経営に係わる重要な事項については、原則として毎週開催される経営会議において審議することな
どにより、的確かつ迅速な意思決定と、効率的な業務執行を実現している。

　取締役会の決定に基づく業務執行については、執行役員制度の導入により、特定の業務の責任を担う執行役員に大幅に権限委譲する一方、取
締役は適宜その執行状況を報告させ、執行役員を監督するとともに、必要に応じて取締役会へ報告させている（経営責任及び執行責任の明確化
のため、取締役と執行役員の任期を1年としている。）。なお、執行役員は、業務執行に関わる的確かつ迅速な意思決定と効率的な業務執行を実
現できる者とし、取締役会は、執行役員の委嘱を決定し、その理由を開示する。

　透明性のある経営の推進と風通しのよい組織風土づくりのため、社長が委員長を務める「経営倫理委員会」 を設置するなど、コンプライアンス、

保安、サステナビリティ、リスク管理等の経営上の重要課題に関する会議体を適宜設置し、グループ内における情報の共有化と全社的な方向性
の検討・調整を行っている。

（2）監査・監督の機能に係る事項

ア：監査役監査

　監査役会は、原則として毎月1回、また必要に応じて開催され、監査役会を構成する社外監査役3名を含む5名の監査役が、監査方針等を協議・
決定するとともに、各監査役から監査の実施状況等の報告を受けている。また、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する監査役を1名以
上選任することにより、監査役監査のさらなる実効性向上に繋げている。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、取締役会、経営会議その他重要な会議への出席、本社および事業所での業務等の
状況調査、ならびに会計監査人等との意思疎通などを通じ情報の収集に努めるとともに、必要に応じ、説明を求め、意見を表明し、取締役の職務
の執行を監査している。

　当社は、資本・取引・縁戚等を社外役員の独立性の判断項目として、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、客観性・中立性を発揮できる立
場にあるかを総合的に検証し、その独立性の有無を判断している。いずれの社外役員とも当社との間に資本・取引・縁戚といった利害関係を有さ
ず、上記判断基準に基づき独立性があることを諮問委員会において確認し、その答申結果を以て取締役会決議により独立役員に指定している。

　各社外監査役は、独立した立場から監査を行い、取締役会での発言等を通じて当社の業務執行及び取締役会の審議における合理性・客観性



の向上に寄与するとともに、監査役会での発言及び議決権の行使を通じて監査役監査における合理性・客観性の確保・向上に貢献している。

　一部の社外監査役は諮問委員会の構成メンバーとして、取締役会からの諮問を通じて、役員の選任・報酬等に関わる適正性・妥当性・透明性の
確保にも貢献している。

　また、監査役及び監査役会を支える組織として、執行から独立した監査役室を設置し、法務・内部監査等の知見を有する6名の専任スタッフ（本
報告書提出日現在）を置いている。

イ：内部監査

　内部監査組織として監査部（人員38名：本報告書提出日現在）を設置し、会計、業務、コンプライアンス及び情報システムの観点から専門的な監
査を効果的に実施できる体制を整備し、当社及び子会社に対して定期的かつ必要に応じて公正・客観的な立場から監査を行っている。

　内部監査結果は、社長、経営会議、取締役会及び監査役に報告される。改善が必要な場合には、当該部門から改善策の報告を受け、その実施
状況についてフォローアップを行っている。

ウ：会計監査人

　会社法及び金融商品取引法に関する監査については、金融商品取引法に基づく内部統制監査を含めて有限責任 あずさ監査法人と監査契約を

締結し監査を受けている。

　当社の監査業務を執行する公認会計士は、宍戸通孝、田村俊之、上原義弘の3名であり、継続監査年数は、それぞれ1年、3年、5年（本報告書
提出日現在）である。

（3）指名の機能に係る事項

前述のとおり。

（4）報酬決定等の機能に係る事項

前述のとおり。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、事業内容、規模等を総合的に勘案し、現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用している。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 ・議案検討期間を1ヶ月程度確保できるよう、早期に発送している。

電磁的方法による議決権の行使 ・書面のほか、パソコンまたはスマートフォンによる電子行使を採用している。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

・2006年のサービス開始当時から、機関投資家向けに東証プラットフォームを採用してい
る。

招集通知（要約）の英文での提供

・2002年の第202回定時株主総会から、外国人株主に対し英文招集通知を同封し発送し
ている。

・英文招集通知についても、招集通知と同様、会社ウェブサイトに掲載しているほか、上場
証券取引所に提出し公衆縦覧に供している。

その他
・招集通知を会社ウェブサイトに掲載している。

・ビデオ上映・パワーポイント利用等の株主総会ビジュアル化を実施している。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
URL：www.tokyo-gas.co.jp/IR/irpolicy_j.html

・ディスクロージャーポリシーを作成し、適宜見直しを行うとともに、会社ウェブ

サイト上で公表している。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 証券会社主催の投資セミナー等で個人投資家向けに説明会を実施している。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期決算、期末決算および中期経営計画等の発表時に説明会を開催し
ている他、四半期決算発表時やその他重要事項開示の際には必要に応じて
説明会を開催している。

あり

IR資料のホームページ掲載

URL：www.tokyo-gas.co.jp/IR/index.html

・決算短信

・決算説明会資料（プレゼンテーション資料・解説付きプレゼンテーション資料・
主なQ＆A他）

・各種説明会資料（機関投資家向け・個人投資家向け）

・株主総会資料（招集通知、決議通知）

・統合報告書

・インベスターズガイド（ファクトブック）

・有価証券報告書・四半期報告書

・株主の皆さまへ（株主通信）

・その他、トップマネジメントメッセージや個人投資家向けの分かりやすい事業

解説などさまざまな情報を開示している。

IRに関する部署（担当者）の設置

・担当役員：専務執行役員 ＣＦＯ　早川　光毅

・担当部署：財務部

　　執行役員 財務部長　佐藤　裕史

　　財務部ＩＲグループマネージャー　氏家　岳志（事務連絡責任者）

その他

・代表取締役自らが国内外投資家を訪問し、経営戦略等について説明を行っ
ている。

・東京ガスへの投資家の理解促進のため、施設見学会等を随時実施してい
る。

・東京ガスへの個人株主の理解促進のため、施設見学会を実施している。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「経営理念」および「企業行動理念」に規定している。

(1)経営理念

　東京ガスグループは、天然ガスを中心とした「エネルギーフロンティア企業グループ」とし
て、「快適な暮らしづくり」と「環境に優しい都市づくり」に貢献し、お客さま、株主の皆さま、
社会から常に信頼を得て発展し続けていく。

(2)企業行動理念

　1 公益的使命と社会的責任を自覚しながら、企業価値を増大させていく。

　2 常にお客さま満足の向上をめざし、価値の高い商品・サービスを提供する。

　3 法令およびその精神を遵守し、高い倫理観をもって、公正かつ透明な企業活動を行う。

　4 環境経営トップランナーとして、地球環境問題の改善に貢献する。

　5 良き企業市民として奉仕の精神を深く認識し、豊かな社会の実現に貢献する。

　6 絶えざる革新により、低コスト構造で、しなやか、かつ強靭な企業体質を実現する。

　7 一人ひとりの「能力・意欲・創意」の発揮と尊重により、「活力溢れる組織」を実現する。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

＜環境活動＞

・経営理念、企業行動理念のもと、「環境方針」と、具体的な取り組み課題および定量的な
達成目標である「環境目標」（（１）CO2ネット・ゼロへの挑戦、（２）環境に係る価値共創の推
進、（３）資源効率・循環型社会の推進）を定め、グループ全体で環境経営を推進している。

・また、2019年11月に発表した東京ガスグループ経営ビジョン「Compass2030」において、東
京ガスグループの事業活動全体で、お客さま先を含めて排出するCO2をネット・ゼロにする
ことに挑戦することを表明している。2030年に向けては、日本の目標比率※1を超える1,000
万トン規模の削減に貢献し、地球規模でのCO2排出削減をリードしていく。

※1）日本の目標比率：国連に提出した約束草案における温室効果ガス削減目標「2030年
度に2013年度比で26%削減」

＜サステナビリティの推進＞

・社会からの期待・要請を常に捉えながら、事業活動を通じて社会課題の解決に着実に取
り組むことを「CSR基本方針」に掲げている。また、事業活動を通じた社会課題の解決によ
り、当社グループの社会価値および財務価値を向上させ、永続的な企業経営を実現するこ
とで、社会の持続的発展に貢献していく。

・具体的には、経営ビジョン「Compass2030」を反映し、「CO2ネット・ゼロをリードし、顧客価
値を創造し続ける」ことを柱としてマテリアリティ（サステナビリティ上の重要課題）を定め、
それらについてPDCAサイクルを推進していくことで、気候変動をはじめとした社会課題の
解決に貢献していく。

・なお、取り組みの推進にあたっては、サステナビリティ推進に関する会議体として、社長を
委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置するとともに、重要事項は取締役会に報告
している。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

・「私たちの行動基準」において、「私たちは、信頼を獲得するために、事業活動の透明性を
高め、お客さまや株主、地域社会などに対し、正確な情報を積極的かつ迅速に公開しま
す。」と規定している。

・当社グループの全ての役員・従業員が、各ステークホルダーとの良好な関係を構築し、社
会とともに持続可能な成長を目指すとした「ステークホルダー・エンゲージメントの考え方」
を策定し、「東京ガスグループサステナビリティレポート」等において、お客さまをはじめとす
るステークホルダーの皆さまへの適切な情報開示を行っている。

（東京ガスグループサステナビリティレポート：tokyo-gas.disclosure.site/ja）

その他

(1)お客さま

　安心・信頼いただける企業グループであり続けるために、お客さまセンターや各種調査、
お客さま接点機会などを通じてお寄せいただく「お客さまの声」に真摯に耳を傾け、業務改
善や品質向上などに取り組むことによって、東京ガスグル－プのCS向上に努めている。

(2)株主の皆さま

　経営の成果を、お客さまサービス向上と持続可能な社会の実現に振り向けるとともに、株
主の皆さまに適切・タイムリーに配分する。（総分配性向（*）目標2022年度に至るまで各年
度6割程度）

(*) {(ｎ年度の年間配当金総額)＋(ｎ＋1 年度の自社株取得額)} ÷ｎ年度連結当期純利益

(3)地域社会

　地域行政や地域社会への広聴広報活動によって把握した地域のニーズ（防災、保安、エ
ネルギー・環境、教育など）に応える活動に努めている。

(4)従業員

　性別・年齢・障がいの有無や国籍等に関係なく、従業員一人ひとりが知識・能力・経験を
最大限に活かして活躍することが企業としての成長に不可欠と考え、多様な人材の活躍を
推進している。具体的には、育児支援制度の充実・積極的なキャリア開発支援等、環境整
備を通じた女性の活躍のフィールドを広げるための取組み推進、男性の仕事と育児の両立
に向けた支援、介護を抱える従業員や障がい者にとって働きやすい環境づくり等の取組み
を進めている。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、経営の健全性・透明性を確保し、経営理念を実現させるため、以下のとおり内部統制システムを整備し、運用している。

1．取締役の職務執行が法令・定款等に適合することを確保するための体制および整備状況

(1)当社および子会社におけるコンプライアンス体制の基盤として、「企業行動理念」および「私たちの行動基準」を定め、遵守している。

(2) 「法令」、「経営理念」、「企業行動理念」および「私たちの行動基準」の遵守を図るため、当社および子会社におけるコンプライアンス体制の適

切な整備・運用を推進するための審議・調整機関として、「経営倫理委員会規則」に基づき経営倫理委員会（委員長は社長執行役員）を設置して
いる。

(3)経営の監督機能と執行機能の分離を明確にし、取締役会の経営意思決定機能と監督機能を強化するため、取締役を15名以内とし、適切な数
の社外取締役を選任すると共に、執行役員制度を導入している(現在：社外取締役4名、社内取締役5名)。

(4)経営の客観性・透明性を確保するため、役員候補者および役員報酬等について審議する諮問機関として、社外取締役、社外監査役、当社取締
役で構成する諮問委員会を設置している。

(5)取締役会は、「取締役会規則」に基づき、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決定し、適切に運用している。

(6)業務執行にあたる取締役は、取締役会が決定した基本方針に基づき、内部統制システムを整備する役割と責任を負っている。

(7)「財務報告に係る内部統制の整備、運用、評価に関する規則」を定め、当該規則に基づき、財務報告に係る内部統制の有効性を評価し、財務
報告の信頼性を確保している。

(8) 「インサイダー取引防止および適時開示規則」を定め、当該規則に基づき、当社および子会社におけるインサイダー取引を防止すると共に、証

券取引所の「有価証券上場規程」で上場会社に要請されている情報開示の適正性・迅速性を確保している。

(9)取締役が当社および子会社の経営に重大な影響を及ぼす事項を発見した場合には、遅滞なく取締役会および監査役に報告することとしてい
る。

(10)取締役の職務執行に対し、監査役が監査役会の定めた「監査役監査基準」に基づいて厳正な監査を実施する体制を確保している。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制ならびに整備状況

(1)取締役の職務の執行に係る情報については、「文書取扱規則」および「情報セキュリティ管理規則」に基づき、その保存媒体に応じて適切かつ
確実に保存・管理し、必要な場合に閲覧できる状態を維持している。(取締役会の資料および議事録に関しては、10年以上の保管としている。)

3．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制および整備状況

(1)取締役会は、法令、定款ならびに「取締役会規則」が定める取締役会付議事項について決議すると共に、同規則に基づき、取締役会を原則とし
て月1回開催している。なお、取締役会付議事項中、事前審議を要する事項、その他経営に係わる重要事項については、役付執行役員で構成す
る経営会議を、原則として週1回開催し、審議している。

(2)取締役会の決定に基づく業務執行については、「執行体制規則」において、それぞれの責任者、およびその責任、執行手続の詳細を定めてい
る。

(3)代表取締役は、「取締役会規則」の定めに従い、業務執行の状況を、適宜取締役会に報告している。

(4)取締役会は、中長期経営計画・単年度経営計画や事業戦略の策定、それに基づく主要経営目標の設定、および進捗についての定期的な検証
を行うことにより、効率的かつ効果的な取締役の職務執行を確保している。

4．損失の危険の管理に関する規程その他の体制および整備状況

(1)取締役会は、当社および子会社のリスク管理を推進するために「リスク管理方針」を定めると共に、リスク管理委員会およびリスク管理部門を設
置している。また、当社および子会社の業務執行に係る「重要リスク」を特定し、毎年見直しを行っている。

(2)投資、出資、融資および債務保証に関する案件に対しては、採算性およびリスク評価を行い、その結果を踏まえて経営会議もしくは取締役会に
付議している。デリバティブ取引については、「市場リスク管理規則」に基づき実施している。

(3)自然災害、大規模な製造・供給支障、病原性や伝播力の高い感染症、基幹ＩＴシステムの大規模停止等非常事態が発生または発生が予想され
る場合には、「非常事態対策規則」に従い所定の体制を整備し、迅速かつ適切な対応を図ることとしている。その実効性を担保するため、毎年総
合防災訓練等を実施している。更に内閣府想定の大規模地震、ガスの重大供給支障事故、大規模停電および病原性や伝播力の高い感染症等
に備えた事業継続計画（BCP・・・Business Continuity Plan）を策定している。

(4)部門、子会社が、業務遂行に伴うリスクを自ら把握すると共に、対応策を自ら策定・実施しリスクを管理する体制としている。

(5)「非常事態対策規則」にエスカレーションルールを定め、当該情報が適時・適切に、適切なレベルの上位者に報告されることをより確実にするこ
とにより、損失の拡大を防止すると共に、当社および子会社全体のリスク管理水準の向上を図っている。

5．使用人の職務執行が法令・定款・その他のルールに適合することを確保するための体制および整備状況

(1)当社および子会社におけるコンプライアンス体制の適切な整備・運用を推進するためコンプライアンス部および各部門コンプライアンス委員会を
設置している。経営倫理委員会と各部門コンプライアンス委員会は、連携して計画の策定と実践を行っている。さらに、法令・定款違反その他コン
プライアンスに関する疑義のある行為等についての当社および子会社全体の相談窓口として、「東京ガスコンプライアンス相談窓口」を設置してい
る。

(2)総務部に法務部門を設置し、独占禁止法の遵守、業法および供給約款等の遵守徹底等を図る体制の充実を図っている。

(3)当社のコンプライアンス体制の整備・運用状況について、監査役がこれを監査し、問題があると認めるときは、その改善を求めることができる。

(4)執行部門から独立した監査部を設置し、「内部監査規則」に従い当社および子会社における会計、業務、コンプライアンスおよび情報システム
ならびにリスク管理等に係る諸状況を監査し、結果を社長、経営会議、取締役会および監査役に報告している。

6．子会社を含む企業集団における業務の適正を確保するための体制および整備状況

(1)子会社に対し、「企業行動理念」および「私たちの行動基準」等の遵守を求めている。また、必要に応じ、業務の適正を確保するために必要な諸
規則の制定を要請している。なお、子会社取締役および子会社監査役は、業務の適正を確保するために善良なる管理者としての注意義務を負っ
ている。

(2)「子会社管理規則」を定め、取締役が子会社の株主権行使に関する事項等重要事項についての承認、報告受領等を通して子会社の管理を行
う体制としている。また、子会社の事業運営に関する職責権限の一部を留保している。

(3)子会社が、当社の管理その他の点で、法令・定款違反その他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、コンプライアンス部等当社の適
切な部門へ報告することとしている。なお、上記問題に対し、子会社取締役および子会社監査役は善良なる管理者としての注意義務を負ってい
る。

(4)取締役が、子会社において、法令・定款違反その他コンプライアンスに関わる重要な事項を発見した場合には、遅滞なく経営会議、取締役会お
よび監査役に報告している。



(5)監査役が、子会社監査役および監査部と密接な連携を保ち、効率的かつ有効な子会社監査を実施できる体制を構築している。監査の結果、当
社および子会社全体の業務の適正性を確保する上で問題があると認めるときは、監査役が取締役に対してその改善を求めることができる。

(6)監査部が、監査役および子会社監査役と密接な連携を保ち、効率的かつ有効な子会社監査を実施し、監査結果を社長、経営会議、取締役会、
監査役、当該子会社の取締役および監査役に報告している。

7．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)監査役を補佐するため、業務執行から独立し、専任者からなる監査役室を設置している。

(2)監査役室長およびその他の使用人の人事関連事項の決定については、監査役の同意を得て行っている。

8．取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制、および監査役の監査が実効的に行われるこ
とを確保する体制とこれらの整備状況

(1)監査役が監査役の職務の執行に必要な事項に関して随時、取締役および使用人に対して報告を求めることができる体制を構築している。

(2)監査役が、随時、取締役と意見交換の機会を持つこと、重要な会議へ出席し必要があると認めるときに適法性等の観点から意見を述べること、
および重要情報に関する情報を入手できること、を保証している。

(3)監査役が、会計監査人、子会社監査役および監査部と連携することにより、監査の実効性を確保できる体制を構築している。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　公益性の高い当社グループは、「社会から常に信頼を得て発展し続けていく」ことを経営理念としており、当社は、反社会的勢力からの不当要求
等に対しては毅然とした態度で対応し、これを排除していくことを基本方針としている。

　具体的には、「私たちの行動基準」の中に「反社会的勢力への毅然とした対応」を明記し、当社グループ内において研修等により周知、徹底する
とともに、反社会的勢力への対応部署を定め、不当要求等があった場合の連絡・相談体制を整備している。

あわせて、警察や外部専門機関とも緊密に連携を図るとともに、必要な関連情報の収集に努めている。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、「当社グループの経営理念および経営の支配に関する基本方針」を以下のとおり定めている。なお、2020－2022年度の株主さまへの還
元については、「2020－2022年度グループ中期経営計画」に基づいて実施することとしている。

　当社グループは、首都圏を中心に1000万件超のお客さまへ安全かつ安定的に都市ガスを供給するとともに、ガス、熱、電力など各種エネルギー
やそれらの付加価値のベストミックスをお客さまへ提供し、「快適な暮らしづくり」と「環境に優しい都市づくり」に貢献するなど、極めて公益性の高
い事業を展開しており、お客さま、株主の皆さまをはじめ、社会から常に信頼を得て発展し続けることを経営理念としている。

　当社は、この経営理念および中長期の経営戦略に基づき、長期に安定した経営を行うとともに、お客さま、株主の皆さま、その他のステークホル
ダーの皆さまに対し安定的かつバランスの取れた利益の配分を行うことにより、着実な企業価値の向上を実現していくことを経営の基本方針とし
ている。株主さまへの還元につきましては、別に定める「剰余金の配当等の決定に関する方針」に基づいて実施していく。

　当社は上場会社であり、当社株式の大量取得を目的とする買付けや買収提案が行われることも考えられるが、その場合に応じるか否かは、最
終的には当社の株主さま全体のご意思に基づき決定されるべきものと考えている。しかしながら、株式の大量買付行為の中には、その目的・方法
等からみて企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損するおそれがあるものがあり、当社はこうした大量買付行為を不適切であると判断す
る。判断にあたっては、買付者の事業内容や将来の事業計画、並びに過去の投資行動等から、当該買付行為または買収提案による当社企業価
値・株主共同の利益への影響を慎重に検討していく。

　当社としては、不適切な大量買付行為に対する最大の防衛策は「企業価値の向上」であると考えている。現在のところ、当社は具体的な買収の
脅威にさらされておらず、いわゆる「買収防衛策」を予め導入することはしないが、市場動向等を常に注視し、当社株式を大量に取得しようとする
者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切と考えられる措置を講じていく。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、会社情報の適時開示に係る社内体制(適時開示体制)を以下のとおり整備し、運用している。

1. 適時開示に係る基本姿勢・方針

　当社は企業行動理念において、公益的使命と社会的責任を自覚しながら企業価値を増大させるとともに、法令およびその精神を遵守し、高い倫
理観をもって、公正かつ透明な企業活動を行うことを定めている。

　この理念に基づき、当社は上場会社として、株主・投資者の皆さまに対して迅速、正確かつ公平な会社情報の開示（以下、「適時開示」）を適切に
行えるよう社内体制を構築・運用している。また、今後も継続して社内体制の整備・強化を図っていく。

2. 適時開示業務の執行体制

(1)社内体制

　当社は、情報取扱責任部門として総務部が適時開示業務を担当しており、適時開示に係る社内規則の策定や社内情報伝達・管理体制の整備
等を行っている。また、迅速かつ的確な情報伝達や社内規則の周知徹底等を目的として各部門に情報管理責任者を置くとともに、子会社を含む
当社グループの会社情報については、子会社管理規則等により、所管の各部門への報告を通じて網羅的に伝達される体制を整備している。

(2)会社情報の伝達、判断および適時開示

　「有価証券上場規程」等に定められている「決定事実に関する情報、発生事実に関する情報及び決算に関する情報」に係る会社情報（子会社情
報を含む。以下同じ。）は、社内規則に基づき、各部門が総務部（情報取扱責任部門）に伝達している。伝達された会社情報については、「有価証
券上場規程」等に定められている開示基準への該当性・開示の時期等に関する協議を行い、開示が必要と判断した場合には、投資判断への影
響等を踏まえ、正確性・公平性に留意しつつ必要十分な内容を記載した開示資料を作成している。並行して総務部（情報取扱責任部門）・広報部・
財務部が、適時開示および報道機関・投資者への公表等に関する協議を行うとともに、必要に応じて、当該会社情報の事業運営、経営成績ある
いは財政状態に及ぼす影響を把握する観点から財務部・経理部等に照会を行っている。作成された開示資料は、経営会議・取締役会等の機関決
定を受けた後、総務部（情報取扱責任部門）が適時開示情報伝達システム（TDnet）を通じて、適時適切に報告・開示している。また、情報提供の
公平性を強化する目的から、当社ホームページのIRサイトに開示資料を掲載している。

(3)教育・啓蒙・周知

　総務部（情報取扱責任部門）は、各部門の情報管理責任者に対して定期的に適時開示およびインサイダー取引防止の教育を行っており、当社・
子会社の役員・従業員等に対しては、コンプライアンス部と協力してインサイダー取引規制に抵触しないよう情報管理に関する教育を行い、情報
管理の重要性の周知に努めている。また、社内イントラネット上に適時開示およびインサイダー取引規制に関する項目を設け、適時開示等に関す
る情報提供を行い、啓蒙を図っている。

(4)モニタリング体制

　内部監査部門である監査部は、定期的に、コンプライアンス監査の一環として、関連法令・有価証券上場規程等を遵守し適時開示が実施されて
いるかどうかについてモニタリングを行い、その結果を経営トップに報告するとともに、必要に応じて改善指導を行う体制を整備している。

　監査役は、取締役の職務執行および内部統制システムの構築・運用の状況に関する監査の一環として、定期的に適時開示に係る業務の執行
状況についてモニタリングを実施している。



コーポレート・ガバナンス体制図
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